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25.3 億人から 2000 年には 61.2 億人に増えている。
国連の推定値では 2030 年には 83.2 億人に達する










口に対する生産人口（15 歳以上 65 歳未満）の比率
を意味している。図 2 を参照すると，日本経済が
実質 GDP ベースで平均年率 9.1％の高度成長を
とげたのは 1956 ～ 1973 年の間であり，平均 4.2







図 1　世界人口の推移（1950 〜 2030）（億人）





























出所：United Nations, World Population Prospects: The 












　つぎに世界の GDP を概略しておこう。図 3 が
示すように，1980 年には 10.7 兆ドルだった世界
の富（GDP）は，2000 年には 32.2 兆ドルに増え，
2010 年には 63.1 兆ドルに成長した。注目すべき
は世界 GDP に占める新興国の割合である。これ
は，1980 年には世界 GDP の 30.9％だったが，













































人口比率（%） 1955 年 1980 年 2000 年 2010 年 2030 年
19 歳以下 43.1 30.6 20.5 18.0 14.6
20 ～ 64 歳 51.6 60.3 62.0 59.0 53.8
高齢化率＊ 5.3 9.1 17.4 23.0 31.6
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図 3　世界GDPの推移予測（1980 〜 2017 年）
 * 単位 10 億 US ドル　
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